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Ⅰ　はじめに

　国家は領域主権に基づいて，領土，領水，領
空に対して管轄権を行使することができる。そ
の国家領域の一部である領海においては，すべ
ての国の船舶に無害通航権が認められている。
しかし，一般国際法上，航空機には一部の例外
を除いて他国の領空を自由に通過する権利は認
められていない。航空機が他国の領空に無断で
侵入すれば，それは領空侵犯となる。一方で，
領空のさらに上方には宇宙空間が広がってい
る。宇宙条約第 1 条では，宇宙空間は「全人類
に認められる活動分野」であり，すべての国家
は自由な探査及び利用を行うことができると規
定する。数多くの人工衛星が地球の軌道上を周
回しているが，それはまさに自由な探査及び利
用の行使ということができる。
　宇宙空間の探査及び利用の自由を行使するに
は，基本的には地球上から物体を送り込まなけ
ればならない。このときに自国領空もしくは公
海の上空を通過することで物体を送り込むこと

ができるのであれば国際法上，領域侵犯の問題
は特に起こらない。しかし，他国の領空を通過
しなければ物体を送り込むことができない国は
少なからず存在する。このような場合に，被通
過国は，当該宇宙物体が領空を通過することを
拒否することができるのかという疑問が生じ
る。このような問題意識に基づいて，本稿では
宇宙物体には外国の領空を通過する権利が認
められているのか，それとも今はまだ権利とし
ては確立しておらず今後認められるべきものに
すぎないのか，さらに通過が認められるとして
も，その法的根拠を何に求めるのかなどの議論
を通して，宇宙物体の外国上空域を通過する権
利のあり方について考えてみたい。
　現在のところ領空と宇宙空間との間には，一
般国際法上の境界は定められていない。両者の
境界が定められていなければ，外国の上空域を
通過したとしても，それは領空侵犯としての問
題となるのか，それとも単に安全上の問題にす
ぎないのか曖昧となる。そのため本稿では便宜
上，高度100kmまでの上空域を領空とみなし，
それよりも上の空間を宇宙空間という前提で検
討を行うものとする。

Ⅱ　通過の法的基礎

　現在論じられている国家上空域の通過の根拠
を分類すれば，海洋法で定められる無害通航権
に求めるものと，アクセスの権利に求めるもの
とに分けることができる。
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　 1．無害通航権
　無害通航権は，沿岸国の法益を侵害しないこ
とを条件に，外国の船舶は事前の許可や通告を
要しないで，他国の領海を通航することができ
ることを内容とするすべての国に認められた法
的な権利である。通過の権利をこの無害通航権
に求める論者は，これと同じ論理で宇宙物体は
他国の領空を通過することができると考える。
海洋法の無害通航権について，Oppenheimはこ
の権利がなければ，すべての国家の船舶による
公海上での航行は実際のところ不可能なものと
なるのであるから，現在では公海自由の原則の
帰結であると述べている 1）。宇宙空間において
も，宇宙空間自由の原則が国際慣習法として確
立されており，その帰結として外国上空域の無
害通航権が認められると説明することができよ
う 2）。
　もっとも無害通航権といえども，何の制約も
なく領海を通航することができるわけではな
い。国連海洋法条約は第19条第 1 項において，

「通過は沿岸国の平和，秩序，安全を害さない限
り無害とされる」として通過の無害性の基準を
定め，さらに第 2 項では具体的な活動を列挙し
て，外国船舶が領海内で当該活動に従事した場
合には，その活動は当然に有害とみなしうると
した。そこで外国上空域の通過を無害通航権に
求める場合にも，これと同じような制約が課さ
れるのかが問題となる。
　上空域の無害通航権を推し進めていたソ連
は，「現在の情況において無害通航権は，宇宙空
間と空域との間の同意された境界の下を被通過
国に危険や害を引き起こすことなく飛行する宇
宙物体に適用されるであろう」と考えていた 3）。
ここからソ連は，危険や害が無害性の判断基準
であるととらえていたことがうかがえる。この
他の無害性についての見解としては，たとえ外
国上空域の宇宙物体の通過権が国際社会全体に
受け入れられたとしても，常に安全（safety）及
び軍事的安全（security）の保証に服さなければ
ならないとするものや 4），領域国の安全に関す
る国際的な基準が確立されているので，もしそ

のような通過が平和的と思われるのであれば，
通過の権利は適用されるべきであるとするもの
が見受けられる 5）。
　国連海洋法条約における無害通航権の無害性
の判断基準には，第19条第 2 項で定められる活
動に従事していない船舶は無害であるととらえ
るものや，同条第 2 項に該当しない行為であっ
ても第 1 項により無害とされない行為もありう
ると解釈するものなどの争いがみられる 6）。し
かし，海洋と上空域とでは性質が異なるのであ
るから，海洋法における無害性とまったく同じ
基準に求めるのは適切ではないしまた必然性も
ない 7）。場合によっては，被通過国の権限をよ
り強化する形で無害性を判断する選択肢もあり
うる。上空飛行の無害通航権の場合には，その
環境に見合った「無害性」が求められるべきで
ある。もっとも，海洋法における通過の「無害
性」の要件は，本質的に沿岸国の軍事的安全を
保護することにあるとされており 8），上空域の
通過の根拠を無害通航に求めるのであれば，こ
の要件は重要な要素として扱われるべきであ
る 9）。
　無害性にはもう一つ解決すべき争点がある。
無害通航権を推奨する論者は一般に，通過そ
のものが無害であるかどうかで判断している。
しかしなかには，宇宙空間で行われる活動の
目的を基準に組み入れる見解もある。例えば
Christolは，「無害通航の規則では，通過は実際
に無害であることが求められていることが考慮
されるべきである，すなわち宇宙機の通過のた
めに発展してきた基本原則にしたがわなければ
ならない」とした上で，ミッションは「平和的
すなわち非侵略的なものであり，かつ有益な目
的に従事するものでなければならない」と主張
した 10）。ここで地球周辺の軌道上もしくはそれ
以遠における活動の目的が無害性の判断に影響
を与えるのかどうかについても検討の必要があ
る。
　海洋法の場合には，「トウィ・ゲブレーダー
ズ号事件」（1801）において，無害通航ののちに，
他の場所で交戦行為に従事したとしても，それ
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は通過した中立国の領域の侵犯を構成するもの
ではなく，よって捕獲行為も無効とはならない
という判断が下されたが，本判決は「通過の“無
害性”が領海の通航権の前提とされることを明
示している」と評価されている 11）。この判決の
趣旨にしたがえば，無害通航権は本質的には通
過それ自体が無害かどうかで判断されるべきで
あり，通過の前後に行われた活動の目的や内容
を考慮にいれるべきではないということにな
る。

　 2．アクセスの権利
　もう 1 つの法的根拠として，宇宙物体の外国
上空域の通過をアクセスの権利に求める見解が
ある。本稿では，宇宙条約第 1 条に定められる
宇宙空間自由の原則から導かれるものと，内陸
国から公海に向けてのアクセスの権利に由来す
るものとに分けて検討を行う。前者の宇宙空間
自由の原則には，自由なアクセスの権利，自由
な利用の権利そして自由な探査の権利という 3
つの権利が含まれる。これに基づくものとされ
る主張としてはたとえば，「宇宙空間へのアク
セスの権利には必然的に他国の領域上の通過の
自由を含んでいる。なぜなら法文解釈の基本原
則の一つである有効性の原則に従うと通過の自
由を認めない場合に，宇宙活動が自由に展開で
きず，したがって宇宙条約第 1 条が何の意味も
持たなくなってしまうという結果は受け入れ難
い」というものがある 12）。
　ここで示されたように，自由な探査及び自由
な利用を行うためには通過の自由が必要であ
るというもの，そして自由なアクセスの権利に
上空域を通過する権利の意味が含まれるとい
うのが，通過を認めるための主な論拠となって
いると思われる。しかし前者については，「個
の欲求もしくは必要性によって，その者のため
に法的な権利はうみだされることはないし，ま
た，他者の既存の権利を害することはできな
い」という反論が考えられる 13）。また後者につ
いては，条約締結交渉の経緯によれば，自由な
アクセスの規定は，未だに宇宙開発能力（space 

capability）を有さなかった諸国の権利を保護す
ることを意図したものであった。そしてこの無
差別の原則を補完することが，宇宙空間への自
由なアクセスの権利の 2 つ目の構成要素であっ
たと解されている 14）。このような経緯を考慮す
ると，自由なアクセスの権利に外国の上空を通
過する権利という具体的な意味を導き出すには
慎重な判断が必要となろう。
　他方の内陸国から公海に向けてのアクセスに
基づくものについて，DeSaussureは次のよう
に主張する。国家の中には他国の領域を通過し
なければ海洋という独特の環境にアクセスをす
ることができない国が存在するが，そのような
国は通過の自由が認められなければ，海洋輸送
の利益を獲得することができない。それと同じ
く，宇宙に機体を打ち上げる能力を発展させて
いるにもかかわらず，地理的に外国上空域を通
過しなければ達することができない位置にある
国もまた内陸にある。公海条約では，内陸国は
海洋への自由なアクセスの権利及び港における
同等の待遇を受ける権利があると規定するが，
宇宙の場合においてもそれは必要である 15）。
　この他の見解として，公海へのアクセスは自
然権であるとして，この自然権に基づいて上空
域の通過の権利を説明しようとする論者も見ら
れる 16）。
　もっとも，上空域の通過に好意的な姿勢を示
す論者であっても，無条件に被通過国に対し
て，通過を主張することができるとまでは考え
ていないようである。それは，通過の自由を行
使するための条件と方法は未定であり，特別協
定あるいは一般条約などによって確立される必
要があるからだと説明されている。この見解に
従うと，それまでは他国の上空域を通過する必
要性が生じる場合，打上げ国は被通過国の同意
を得なければならないことになる 17）。
　しかしながらこのようなアクセスに基づく主
張に対しては，一般国際法上，内陸に位置する
国の船舶が公海に向けて河川を航行する際に，
他国の領域を通過する法的な権利は存在しない
という意見が見られる。Bin Chengは，「ファー
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バー事件」（1903）における混合請求委員会の判
断に着目して 18），そもそも一般国際法の下で，
内陸国（land-locked States）にはたびたび提示
されている見解とは異なり，公海に向けて他国
の領域を通過する法的権利は存在しないという
ことを明白にすべきであると主張する。そして
その類推により，内陸国には，宇宙物体が他国
の領空（leterated space）を通過して宇宙空間
を往来する権利は存在しておらず，また国際慣
習法上の規則はそのような権利が認められるほ
どには発展していないとして，結果的には航空
機の飛行の場合と同様に，下土国の同意を得な
ければならないであろうと述べている 19）。
　公海から航行可能な河川の通航に関する議論
では，Oppenheimによれば国内の河川を航行す
る権利を認める商業上もしくは他の条約がなけ
れば，諸国は自国の河川から外国の船舶を排除
することができ，通行料などを徴収するといっ
た特定の条件の下でのみ認めることができると
主張している。その上で国家の実行上，河川の
無害な通航というものは認められておらず，ま
た公海から航行可能な河川についても，平時に
おいてすべての国家の船舶に開放されなければ
ならないというような規則は今のところ存在せ
ず，それは将来の国際法の規則を予想したもの
でしかないと説明されている 20）。この主張にし
たがって解釈すれば国際慣習法上，公海に通じ
る河川にはアクセスの自由がまだ確認されてお
らず，当然に上空域の通過の自由を正当化する
ことは妥当とはいえまい。
　一方で条約では，自然の可航河川について，
海への船舶の航行自由を保障する条約は作成さ
れ，さらにそれを一般制度として確立しようと
する努力が払われた。しかし，これらの条約で
は航行の自由（軍艦と警察船を除く）など，重要
な権利は締約国間では保障されたが，第三国に
対する待遇は一定せず，沿岸国の意思を拘束す
るような一般制度にはならなかった 21）。条約の
効力が及ぶ範囲は締約国の間のみに限られ，第
三国には及ばないのが原則である。もっとも，条
約第三国に権利を付与することは可能である。

条約法条約第36条第 1 項によれば，第三国若し
くは当該第三国の属する国の集団に対して又は
いずれの国に対しても権利を付与することを意
図するものでなければならないとされている。
しかし多くの場合，条約締約国としては第三国
に権利を認める意思はないものと推定され，疑
わしき場合は，条約によって第三国の権利は導
かれないものとみるのが正しいと解される 22）。
そのため，一般的な制度にならなかったとされ
る以上，条約第三国に対して航行の自由が保障
されるという結論にはならないということにな
る。もっともヴェルサイユ平和条約などのよう
に非沿岸国を含むすべての国の船舶に対して
均等な航行自由を保障しようとした条約も中に
は見られた。しかし，今日ではそのほとんどが
実効性を失っており，少なくとも国際慣習法と
して成熟していない 23）。また，河川の国際化は，
個別条約の方式をとりながらすすめられてきた
が，それらにはいくつかの共通原則がみられた
ことが指摘されている。その 1 つが締約国以外
の船舶にも広く開放されるという自由航行の原
則であった。しかしながら非締約国に認められ
た航行の自由は法的権利としてではなく，反射
的な利益でしかなかったと解されている 24）。
　すべての国の船舶が，複数の国家にまたがり
流れる河川を自由に航行する権利は，国際慣習
法として確立するに至っておらず，また種々の
条約はみられたがいずれも条約の第三国への権
利付与の面から河川の自由な通過が認められ
ているとは言い難い。現行の国際法制度の下で
は，すべての国の船舶に対して公海に通じる河
川の通航権が確立しているとはいえないとする
立場からすれば，この権利に基づいて，宇宙物
体が外国上空域を通過する権利を導き出すこと
は困難である。

Ⅲ　関連する問題

　上空域の通過には，この他にもいくつか議論
が進められている課題がある。本稿では，以下
の 2 つの項目について検討を行う。

宇宙物体の外国領空を通過する権利とその必要性

無断転載禁止 Page:4 



161

Oct. 2018 宇宙物体の外国領空を通過する権利とその必要性

　 1．事前通告
　領海における無害通航権の場合，沿岸国に対
して事前に通告や許可を求めることなく，その
領海内を通航することができる。そのため，上
空域の通過を無害通航に求める場合に，同じ
く，被通過国に対して事前に通告することなく
通過することができるのかどうかが問題とな
る。この問題に対する学説上の見解としては，
許可をとることは他国の上空域を横切るロケッ
トや人工衛星を打ち上げる国家に受け入れら
れているという趣旨での慣習法は発展してきて
いるという見解がある 25）。またこの他にも，現
在のところ宇宙への往来のための国家上空域の
通過は，無害通航に類似した方法で行われてお
り，宇宙機が飛行する高度に関わりなく，打上
げや着陸を近隣諸国に通告することは国家には
求められていないとするものも見られる 26）。
　国家の実行に目を向けると，これまで外国の
領空と評価するに値する上空域を通過した事
例は非常に少なく，確認されているものは数例
にすぎない。そのうちの 1 つが，ソ連のシャト
ル「ブラン」が高度100kmから下降して着陸す
るまでの間に，アフリカ諸国やトルコの上空を
飛行した事例である 27）。しかしながら，このと
きにこれらの諸国と協議が行われたのか，また
情報が行き渡ったのかは不明である 28）。そのた
め，ここから諸国の意思をうかがうことはでき
ない。この他には，米国のスペース・シャトル

「アトランティス」がソ連上空域を通過した事
例があった。このときは，ソ連に対して情報が
提供された。その情報にはソ連東部の特定地域
上空の計画された飛行経路に関する一般的な
データが含まれており，また軌道から下降する
間にソ連領域上空に位置することが予想される
時間帯，公海上で地球の大気に突入する前の空
域における最小の飛行高度，そして機体の状態
の技術的な詳細項目が示されていた。もっとも
ここで受け取られた情報は，上空飛行が行われ
るほんの 2，3 時間前に礼譲（courtesy）として
送られてきたものであり，この情報が提供され
たという事実は先例を定めたものと考えるべき

ではないという同意がなされた 29）。
　ここまでの議論や実行からすれば，上空域に
おける無害通航に際して，事前に通告すること
が慣習法上の義務として要求されているとま
ではいえないということになろう。この前提に
立った場合，事前通告が行われたとしてもそれ
は善意によるものということになる。その一方
で，領空と評価するに値する上空域を被通過国
に対して何ら通告することなく通過したとさ
れる明らかな事例は見受けられない。諸国の意
思に目を向けると，トルコは往還機（aerospace 
object） に対して，事前に通過をする旨及び打
上げ地の詳細を通告することを求めており 30），
南アフリカも責任を有する国が他国に通告すべ
きであるとの立場を示している 31）。ロシアに関
していえば，国内法で自国領域内の上空飛行に
対して事前通告を求めているが 32），国連宇宙空
間平和利用委員会（以下「COPUOS」という）の
法律小委員会に提出したワーキングペーパーで
は，「確かに，外国国家領域の上空飛行が高度
100kmもしくはそれよりも低い多くの場合に，
事前通告が行われている。しかしながら，その
ような通告は自発的なものであり，国際礼譲を
考慮したことにより促進されたものである」と
して，先のアトランティス号の上空通過の場合
と同様の姿勢を示している 33）。
　現在の事前通告に関する議論の傾向として
は，単に必要か否かいう議論が主流であり，例
えば通告なく上空域を通過した場合に通過の無
害性が喪失するのか，またこのような場合にい
かなる措置をとることができるのかまでは議論
が進められていないようである。なお，国連海
洋法条約第21条第 1 項によれば，沿岸国は無害
通航にかかる法令を制定することができる 34）。
しかし，当該法令に違反したとしても，それが
直ちに無害性の喪失を意味するものではなく，
違反行為の性質と程度，沿岸国への影響等を勘
案して判断すべきものとされている 35）。

　 2．上空通過の権利と国際慣習法
　国家上空域の通過の権利は，すでに国際慣習
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法として確立しているのかという議論がある。
学者の中では，インスタント慣習法による成立
の余地をほのめかす論者も見られる 36）。この他
にも，自国領土上空の通過に際して抗議が行わ
れなかったという実行は，地域的（local）または
特定の慣習（custom）にすぎないが，時が経ち，
一般的，継続的かつ画一的な国家実行が発展し
そして強化することで，すべての国家を拘束す
る一般的な慣習法規則に移行するかもしれない
として，今後，国際慣習法が成立する可能性が
あることを指摘する見解も見受けられる 37）。
　しかし多くの論者は，国際慣習法成立への動
きに触れることなく，成立してないと主張す
る。例えばWassenberghは，自国上空域の通過
に直面している国家はほとんど，もしくは全く
存在しないと考えられ，そしてそのような実行

（practice）に関連する法的信念はまだ表明され
ているわけではないので，実際にはこれまで外
国の宇宙物体による国家上空域の通過に対して
異議が提起されていないという事実をもって，
慣習上の通過の権利に当てはめるという議論に
はならないと述べている 38）。ここで取り上げた
見解から，通過に際して異議を唱えなかったこ
とへの評価をどのようにとらえるのかが，国際
慣習法成立の存否の判断材料の 1 つとなってい
るといえよう。
　次にこの問題に対する諸国の認識に目を向け
る。ギリシャは，「我々の見解として，米国のす
べてのスペース・シャトルが地球の大気に再突
入をした際に，多くの第三国の国家上空を連続
して飛行したが，それはある種の無害通航の先
例として考慮することができるかもしれない。
それゆえに，これらの国々によって異議もしく
は反対も提起されなかったという事実により，
かつて最初の人工衛星の場合に起こったときと
同様に，そのような通過に関連する国際法上の
権利はそのときに生み出されたということにな
る」という意見を述べた 39）。またロシアはこれ
までにCOPUOSの法律小委員会に，数回にわ
たってワーキングペーパーを提出している 40）。
その中で，上空域の通過についてのロシアの立

場が示されている。

　　�「地球の周りの軌道に達する，もしくは当
該軌道の境界線を超えた飛行経路を進むた
めにそして地球に帰還することを目的とし
て，国家の宇宙物体は海抜110kmよりも低
い高度で他国の領域の上を飛行する権利を
保有しなければならない。」

　このワーキングペーパーの中で，ロシアは
「保有」（retain）という文言を使用した。これは，
他国の領域上空を飛行する「権利」がすでに存
在していることを暗に意味しているものと評価
されている 41）。確かにロシアは国内法で，外国
国家の宇宙物体がロシア上空域を害なく飛行
することを認めており 42），そこからもこの問題
に対するロシアの姿勢をうかがうことができ
る 43）。
　これに対して韓国は，「ほとんどの国家が自国
の上空域を宇宙物体が通過したことにいかなる
異議も唱えなかったという事実は，国際的な実
行もしくは先例として通過を承認したことを意
味するものではない。それらの諸国は通過につ
いての情報を有していなかったのであり，その
当時，通過に対して特に目立った不利益は存在
しなかったのである」という理由を示して，国際
慣習法も先例も存在しないと主張した 44）。この
ように国家間でも，通過に対して異議や抗議が
見られなかった事に対する評価の違いが，立場
の違いに反映されているということができる。
　この異議もしくは抗議の欠如と国際慣習法成
立に関する議論は，宇宙空間自由の原則のとき
にも見られていた。このときにも，ソ連及び米
国は彼らのロケットを打ち上げるための許可を
求めなかったし，どの国もそれらの打上げに対
しても，また航行に対しても反対しなかったこ
とに慣習法成立の証拠として挙げる論者が見ら
れた。しかし，そのような解釈は適切ではなく，
権利行使を差し控えることが義務意識として動
機づけられるときにのみ，国際慣習について語
り得るのであり，このような意識が当初から成
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立していたか否かは疑問であると評された。そ
のため宇宙空間自由の原則は，国連の場での討
議と諸決議の採択および宇宙条約の締結によっ
て形成されたと解されている 45）。
　上空域の通過の権利の場合においても，単に
領空の通過に対して異議が唱えられなかったと
いう状況のみで判断すべきではなく，義務意識
に基づいて差し控えたという要素の検討が必要
となる。上述の通りロシアの往還機がその上空
域を通過したとされるトルコは通過の先例があ
ると認めた上で，「往還機の上昇もしくは下降
のための通過の権利に関する国際的な実行は，
法として受け入れられる一般的慣行の証拠とな
るほど十分な証明とはなっていない。それゆえ
に国際慣習法を構成するものではない」との立
場を示した 46）。通過にかかわりをもった国家の
このような姿勢は，たとえ通過の際に異議を唱
えなかったとしても，義務意識に基づくものと
までは考えられない。さらに，国際慣習法の成
立に否定的な立場を示す国家は数の上でもまだ
いくつか見られており 47），領空通過の権利が国
際社会全体に受け入れられたと評価するのは適
切ではなく，国際慣習法の成立に至っていると
は言い難い。

Ⅳ　上空域の通過に対する日本の立場

　日本は周りを海に囲まれた島国であるが，こ
の領空通過の権利の問題は日本とも関わりがあ
る。そこで，この問題について日本はどのよう
な立場であるのかについて，これまでの国内も
しくは国連の場における発言等から検討を試
みる。かつて，COPUOSの法律小委員会におい
て日本は，「境界に対するいわゆる機能的アプ
ローチが最も適切であると信じている」と発言
して，機能的アプローチに好意的な姿勢を示し
ていた 48）。
　この機能的アプローチとは，宇宙空間の境
界・定義問題における 1 つの考え方である。こ
れは，領空と宇宙空間とを一定の基準に基づい
て区分する空間的アプローチに相対する見解

であり，両者の間に明確な境界線を設定するの
ではなく，活動の性質や特徴に着目して，それ
が宇宙活動とみなすことができる場合には，そ
の高度にかかわらず宇宙法が適用されると考え
るものである。このアプローチについて，Bin 
Chengは，宇宙飛行に関する限りにおいて領空
主権の概念は筋違いなものになると述べる。す
なわち，航空機の航行のような他の問題に対す
る領空主権の原則の効果がどのようなもので
あったとしても，それは宇宙飛行に対しては
まったく適用されず，このアプローチを主張す
る者は，もしも宇宙活動が国際法によって許可

（authorize）されたものであるならば，他国の
空域内を飛行することができると考えていると
説明する 49）。
　さらにMatteは機能的アプローチから導かれ
る上空域を通過する権利は争う余地がないとし
たが，制約は課されなければならないと主張す
る。それは国家の安全（security）は確保されな
ければならないが，国家の安全もしくは自衛権
は，危険，攻撃もしくは破壊が明白な場合にの
み訴えることができるのであり，軍，公共の機
関もしくは国家の名の下に登録された宇宙機を
送るという事実のみでは，打上げ国の立場とし
て非合法な目的を示すものとしては十分とはい
えないというものであった 50）。これらの見解に
従えば，もしも日本が機能的アプローチの立場
であるとするならば，第三国の宇宙物体は原則
として日本上空域を通過することができるとい
うことになる。
　そこで次に 2 つの事例を参考にして，この問
題に対する日本の認識について検討する。まず
1 つ目が，北朝鮮が初めて人工衛星と称する物
体を地球周辺の軌道に投入したときの対応であ
る。2012年12月12日 9 時49分頃，運搬ロケッ
ト銀河 3 号により，人工衛星光明星 3 号 2 号機
を打ち上げ，日本領域約430km及び500km上
空を飛行して軌道傾斜角約97度の地球周回軌
道に物体を投入した 51）。なお当該物体は国連登
録簿に登録されており，2018年 3 月現在におい
てもなお，軌道上を周回している 52）。
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　本件発射に対して，12月12日に行われた内
閣官房長官記者会見では次のような見解が示さ
れた。

　　�「政府としては，今回の発射は，我が国を含
む地域の平和と安定を損なう行為であり，
関連安保理決議や本年 4 月のミサイル発射
の際に発出された安保理議長声明に反する
ものであるとして，北朝鮮に対し，発射を
強く自制するよう求めてまいりました。そ
れにもかかわらず，今回，北朝鮮が発射を
強行したことは極めて遺憾であり，我が国
として容認できるものではなく，北朝鮮に
対して厳重に抗議をいたします。」

　もう 1 つが，2009年 4 月に行われた，韓国の
「KSLV-4 型ロケット」の打上げに先立って行
われた外務省報道官の会見である。そこでは次
のような見解が示された。

　　�「北朝鮮のミサイル発射については，国連
安保理決議第1695号，第1718号によって
禁止をされている行為です。他方，韓国の
ロケットの打ち上げについては，そのよ
うな安保理決議は存在しておりませんし，
我々として，非公式協議を通じても平和目
的であることは明らかです。今やろうとし
ていること，これまでもやってきたこと
は，ロケットが打ち上げられ，日本の上空
を通過する際に，安全が確保されるように
十分な安全面での協力を行っていくという
ことだと思っております。」

　そして日本の上空を通っても問題はないのか
という問いに対しては，「そういうことです」と
の回答がなされた 53）。
　これらの発言のみでは，日本が機能的アプ
ローチを採用しているのかどうかまでは明らか
ではない 54）。しかし両事例における対応から，
上空域の通過に関しては機能的アプローチに近
い立場であることがうかがえる。北朝鮮の発射

のときは日本上空域を通過したが，高度100km
をはるかに超える上空を通過したこともあり，
非難の理由が安保理議長声明を含めた国連安保
理決議に反することであった 55）。それに対して
韓国の打上げの場合には，そのような決議はな
く，平和目的であることは明らかであるとして
通過を容認する姿勢が示された。少なくともこ
れらの事例から判断すると，日本としては，国
際法上の問題もしくはそのおそれがなければ，
安全面は考慮されるものの，原則として上空域
の通過を容認する立場であることが推察され
る。ただし，事前通告については，公海自由の
原則に伴う他国の利益に妥当な考慮を払うべき
との視点から，さらには国際民間航空条約（シ
カゴ条約）及び国際海事機関（IMO）条約の目的
からも必要とする姿勢が示されている 56）。

Ⅴ　おわりに

　外国上空域を通過する権利を，本稿では無害
通航権やアクセスの権利に求めるものがあるこ
とを紹介した。この両説は，地球から宇宙空間
に向けてのものばかりでなく，地球上に帰還す
るための通過の権利を求めるものであり，その
点では違いはない。しかし，実際に行われてい
る打上げに着目すると，自国から宇宙空間に打
ち上げられた宇宙物体は，高度100 ～ 110kmに
達するのに200 ～ 300kmの距離しか移動しな
いのであるから，通常の状況下では軌道に達す
るために外国の領空を横切る必要はないという
指摘がある 57）。実際，日本のH-ⅡBロケット 2
号機の打上げ計画を見ると，高度122kmに達す
るのに243kmの距離しか要していなかった 58）。
状況による違いはあるが，打上げに際して他国
の領空を通過しなければ軌道に達することがで
きないとされる状況は限定的であるといえる。
そのため，打上げに際して通過の権利を容認す
べきといえるのか疑問は残る。
　確かに，領土が小さいうえに周辺を諸外国に
囲まれているため，たとえわずかな移動距離だ
としても，他国の領空を通過しなければ宇宙空
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間に物体を送ることができない国は存在するで
あろう。そのような国にも通過の権利は認めら
れなければ，すべての国に認められるべき宇宙
空間自由の原則が享受されないことにもなりか
ねない。そのため，打上げに際しても通過の権
利を認める意義はあるのかもしれない。しかし
ながら，現在では宇宙空間へ向かう手段は多様
化している。上空域の通過が認められないとし
ても，例えば公海上から物体を打ち上げること
も技術的には可能である。そのため打上げに関
していえば，仮に領空通過の権利が認められな
いとしても，それをもって直ちに宇宙空間自由
の権利が享受されないという結論にはならない
と思われる。
　それに対して，地球上に帰還する場合には別
段の考慮が必要となる。かつて米国で用いられ
ていたスペース・シャトルのような往還機の場
合，高度100kmから下降して地表に着陸するま
での間に約8000kmの距離を飛行していた 59）。
そのため，このタイプの機体が地球に帰還する
とき，他国の領空を通過しなければ着陸するこ
とができない国家は多数にのぼる。このような
場合における通過の権利は認められるべきであ
る。
　地球への帰還は，落下による場合もある。自
国領域もしくは公海上に落下したとしても，領
域主権侵害の問題は生じない。しかし，それが
他国の領域内であれば，そのような主張が起こ
る可能性は否定できない。かつてソ連の機能不
全となった人工衛星コスモス954号がカナダ領
域内に落下したとき，カナダ政府は「コスモス
954号のカナダ空域への侵入およびその衛星か
らの有害な放射性デブリをカナダ領域上へ下降
させることは，主権の侵害を構成する。この違
反は衛星の侵入という事実のみによって確立
する」と抗議をしている 60）。落下により物理的
な損害が生じた場合には責任は免れないが 61），
不可抗力による落下については，それを権利と
みなすかどうかは別にして，領域主権の侵害と
みなされるべきではない。この落下の権利につ
いて，Terekhovは宇宙関連の条約によって暗

に認められていると述べるが 62），海洋法の緊急
入域で説明することもできるのではなかろう
か 63）。
　宇宙物体の外国領空通過の問題は，宇宙開発
利用からもたらされる利益と被通過国の利益を
いかに調整するのかという問題でもある。被通
過国には主権が認められているが，航空機の場
合と同様に同意がなければ通過が認められない
という結論を安易に導くことができないくらい
に，宇宙開発利用は国際社会全体にとって重要
な役割を果たしている。その点を重視すれば，
通過は可能な限り許容されるべきという結論に
なろう。しかし一方で物体の通過によって周辺
諸国に及ぼされる影響を考慮するならば，通過
に一定の制約が設けられるのは致し方ないとも
いえよう。
　現在のところ，上空域の通過が国際慣習法と
して確立しているとは言い難く，今後慣習法と
なることも期待しがたい。2 ヵ国もしくは多数
国間の条約という形で発展していくと考えるの
が現実的であろう 64）。結果的に，すべての国家
に享受される上空域の自由な通過というよりは
条約の範囲内で通過が許容されることになると
思われる。この形式であれば，事前通告の手続
などもさらに明確にされることになる。もっと
もいかなる内容で解決するのかは，諸国の意思
にかかっている。そのため，自由な通過を前提
とした多数国間条約も否定されない。宇宙空間
を往来する主体及びその方法は年々多様化して
いる。上空域の通過を積極的に推し進めている
国家は，自国の物体が他国の上空域を通過する
場合のみでなく，自国の管轄に属さない物体が
自国の上空域を通過することも容認すべきこと
になる。その点を踏まえて，諸国はいま一度こ
の問題についての議論を進めるべきであろう。

注
1）	 L. Oppemheim, International Law: A Treatise, 

Vol. I Peace, 8 th ed.（1955）, pp. 493-494.
2）	 なおHaleyは，1930年のハーグ法典化条約で扱わ

れた領海の無害通航権の内容や，捕獲権行使制限
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条約（ハーグ第11条約）第 4 条などの規定に着目
して，そこには平和的な通過を認めそして許すと
いう許容の精神（permission spirit）があることは
明白なように思われる。来るべき平和的利用のた
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